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公共施設太陽光発電導入調査委託公募型プロポーザル募集要領 

 

 

１． 事業目的 

国の「地域脱炭素ロードマップ」において 2030 年に公共建築物等の約 50％に、2040

年に 100％の太陽光発電設置を目指すことが明記されたことを踏まえ、ゼロカーボンシテ

ィの実現に向けた公共施設への更なる太陽光発電設備の導入を進めることを目的に、一

定規模以上の太陽光発電設備が未設置の公共施設を対象とした導入に係る調査を行うも

のである。その調査にあたり、専門的な知識を有し、最も優れた事業者候補を選定する

ため、次のとおり公募型プロポーザルを実施する。 

 

２． 事業概要 

 （１）事  業  名  公共施設太陽光発電導入調査委託 

 （２）調査業務内容  別紙「公共施設太陽光発電導入調査委託公募型プロポーザル 

仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり。 

 （３）履 行 期 限  契約締結日から令和５年２月２０日（月）までとする。 

 （４）発  注  者  所沢市長 

 （５）担 当 部 署  所沢市環境クリーン部マチごとエコタウン推進課 

 （６）実 施 形 式  公募型プロポーザル方式 

  なお、本事業は、環境省「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素に向

けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）」の活用を想定している。 

 

３． 見積限度額 

   １４，３００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

  なお、参考見積書の金額が、見積限度額を超過した場合は失格とする。 

 

４． 応募資格要件 

本プロポーザルに参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たしているこ

とを要件とする。 

なお、本プロポーザルへの参加にあたっては、他社と企業体を組んで共同提案をす

ることができる。共同提案する場合は、(3)の各項は全構成事業者の要件とする。 

 

（１）日本国内に本社を有すること。 

（２）過去５年間に再エネ導入に関わる類似業務を実施した実績、及び再エネ導入構築

の実績を有していること。 

（３）応募者の法人（参加者が連合体である場合は、その構成員のすべての法人）は、

次に掲げる事項のいずれにも該当しない法人とする。 

① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当する者 
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② 地方自治法施行令第167条の4第2項に基づく本市の入札参加制限を受けている

者 

③ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てをなし又

は申立てがなされている者（更生計画認可の決定がなされた場合を除く。） 

④ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てをなし又

は申立てがなされている者（再生計画認可の決定がなされた場合を除く。） 

⑤ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続開始の申立てをなし又は申

立てがなされている者 

⑥ 清算中の株式会社である事業者については、会社法（平成 17 年法律第 86 号）

に基づく特別清算開始命令がなされた者 

⑦ 手形交換所による取引停止処分を受けている者 

⑧ 消費税、地方消費税、法人税及び法人市民税（ただし、所沢市内に営業所を有す

る場合等に限る。）について未納がある者 

⑨ 次に該当する者 

ア 役員等が暴力団員（所沢市暴力団排除条例（平成 24年所沢市条例第 32号）第 2

条第 2号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められる者 

イ 暴力団（所沢市暴力団排除条例第2条第1号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

と認められる者 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められる者 

 

５． スケジュール 

項 目 日 程 

公募及び質問受付開始 令和４年４月１２日（火） 

質問受付締切 令和４年４月１８日（月）正午 

質問回答 令和４年４月２０日（水） 

参加申込の受付締切 令和４年４月２２日（金）午後５時１５分 

企画提案書等の提出期限 令和４年５月１２日（木）午後５時１５分 

審査（プレゼンテーション） 令和４年５月１８日（水）予定 

審査結果通知書の発送 令和４年５月２０日（金）予定 

契約締結 令和４年７月下旬 予定 

※環境省補助金の交付決定後 
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６． 質問書の提出について 

企画提案書の作成にあたり、質疑がある場合は、質問書に質問内容を記載し、下記 

のとおり電子メールで質問するものとする。 

(1)期限 令和４年４月１８日（月）正午 

(2)方法 電子メール（表題に「プロポーザル質問書」と明記。）に質問書（様式２）

を添付して、６（4）に送信。（電話で到達確認をすること。） 

(3)回答日時 令和４年４月２０日（水） 

所沢市ホームページ：http://www.city.tokorozawa.saitama.jp に掲載 

      ※期間を過ぎた質疑等、本方法によらない質疑には回答できない。 

  なお、説明会は開催しないこととする。 

 

７． 参加申込書の提出 

本プロポーザルに参加を希望する事業者は、「プロポーザル参加申込書（様式１）」

を以下の期限までに提出すること。 

(1)提出書類 プロポーザル参加申込書（様式１） 

(2)提出期限 令和４年４月２２日（水）午後５時１５分まで 

（郵送の場合は必着とする。） 

(3)提出方法 社印等を押印した原本を持参または郵送で提出すること。 

(4)提出先 埼玉県所沢市並木一丁目 1番地の 1 

 所沢市 環境クリーン部マチごとエコタウン推進課 

 電子メール：a9133@city.tokorozawa.lg.jp  

 TEL：04-2998-9133      FAX : 04-2998-9394  

 

８． 企画提案書等の提出 

（１）提出書類 

① 実施体制 

業務従事者、指揮系統、業務従事者経歴（Ａ４用紙、様式は自由） 

② 業務実績 

応募者業務実績（Ａ４用紙、様式は自由） 

③ 企画提案書 

（Ａ４用紙、様式は自由、図や写真等の挿入可。） 

④ 見積書 

業務に係る経費の見積書を提出すること。 

（Ａ４用紙、様式は自由） 

⑤ ①～④のデータを保存した電子媒体（ＤＶＤ‐Ｒまたは、ＣＤ‐Ｒ） 

（３）企画提案書作成要領 

① 仕様書及び「９．審査（２）審査における評価のポイント」を踏まえ、企画提案

書を作成すること。 

② 表紙は、「企画提案書表紙（様式４）」を使用すること。 

http://www.city.tokorozawa.saitama.jp/
mailto:a9133@city.tokorozawa.lg.jp
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③ できる限り平易な表現（図表などを含む。）で作成すること。 

④ 環境省「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素に向けた再エネの

最大限導入のための計画づくり支援事業）」の実施要領、公募要領、ＱＡ等を熟覧

し、要件等に準拠した提案とすること。 

⑤ その他、仕様書に示す本市の要求事項に固執することなく、企画提案者の知識、

経験等を活用し、本業務の成果が最大限になるよう企画の提案に努めること。 

（４）提出期限 

令和４年５月１２日（木）午後５時１５分（郵送の場合は必着とする。） 

（５）提出方法・提出場所 

応募書類は、所沢市環境クリーン部マチごとエコタウン推進課まで電話連絡のうえ、

郵送又は直接持参すること。 

提出時間は、平日の午前８時３０分から午後５時１５分までとする。 

（６）提出部数 

１０部（正本１部 副本９部。見積書は正本１部を別途提出し、応募書類には写し

を添付すること。） 

なお、応募書類は、選定審査事務以外の目的には使用しない。また、応募書類は返

却しない。 

   

９． 審査 

本要領に定める事項を満たした事業者について、公共施設太陽光発電導入調査委託

事業者選定委員会において企画提案書等の審査を行い、優秀提案者を契約の相手方の

候補者として選定する。 

 

（１）プレゼンテーション 

実 施 日：令和４年５月１８日（水）予定 

実施場所：所沢市役所 本庁舎 ７階 ７０１会議室 

実施方法：企画提案内容に関するプレゼン（20分以内）、委員による質疑（15 分程

度）※参加人数は 3名（業務実担当者を含む。）以内とし、提案事業者のみとします。 

注意事項：審査は事業者ごとに行い、非公開とする。 

パソコンを使用する場合は、事業者が持参すること。（プロジェクター

及びスクリーンは事務局が用意する。） 

     新型コロナウイルス感染拡大の影響により、上記日程での事業実施が困

難な場合は、提案事業者と相談のうえ柔軟に対応する。 

備  考：プレゼンテーション審査に係る説明順位、時間等の詳細については、別

途通知する。 

（２）審査における評価のポイント 

評価事項及び評価点数等については、以下の事項を踏まえ、公共施設太陽光発電

導入調査委託事業者選定委員会において決定する。 

① 業務遂行力 
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ア 経営状況 

・経営が安定しており、事業を継続的・安定的に行うことが可能であり、資金計

画は適正であるか 

イ 実施体制 

・業務を遂行するに当たり、確実に実施される十分な人員が確保されているか。 

・指揮系統が明確であり、円滑な業務運営がなされるか。 

・太陽光発電設備に関する知識の豊富な人員、及び、その他業務に必要な経験、 

能力を持った人員が配置されているか。 

・太陽光発電設備に関する情報収集能力があるか。 

② 業務実績 

ア 本業務と同等又は類似の調査業務を実施した業務経験があるか。 

イ 応募者が太陽光発電設備の導入又は導入支援を実施した業務経験があるか。 

③企画提案書 

企画提案書に基づき、本受託業務への企画内容を評価する。 

ア 提案内容 

・調査の目的に沿った提案となっているか。 

・公共施設の特性や地域の状況を踏まえた提案となっているか。 

・調査方法等について独自性のある提案となっているか。 

・太陽光発電設備の設置に係る躯体への影響等について具体性のある調査方法や

人員体制となっているか。 

イ 資料作成能力・プレゼンテーション能力 

・提案された企画提案書の内容（分かりやすさ、構成等）が適切か。 

④その他 

ア 受託候補者の利点、取組姿勢、信頼性など 

イ 見積金額 

（３）審査結果 

 最終審査結果は、５月２０日（金）午後 5時までにメール又は電話で連絡し、個

別に書面で通知する。併せて、本市ホームページにも掲載する。なお、審査内容並

びに審査結果に関する質問及び異議申し立ては受付ない。 

 

１０． 失格事項 

次の各号に該当するときは、失格とする。 

① 「４.応募資格要件」に掲げる資格のない者が応募書類を提出した場合。 

② 応募書類に虚偽の内容が記載されていた場合。 

③ 提案内容が本要領の要件を満たさない場合。 

 

１１． 契約の締結 

（１）委託者は、選定された候補者を本事業に係る随意契約の見積書の徴取相手とし

契約交渉を行う。この際、委託者は提案内容を尊重しながら、仕様書の詳細につい
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ては協議し、一部内容の変更を求めることがある。 

（２）選定された候補者との契約が成立しない場合は、次点候補者を見積書の徴取相 

手とする。 

（３）選定された候補者が、企画提案書等の提出日から契約締結までの間に、国又は 

地方公共団体の指名停止を受けた場合、その者については契約を行わないことがあ 

る。 

 

1２． 著作権及び提出書類等の取り扱い 

提出された企画提案書等の著作権は、それぞれ提案者に帰属するものとし、第三者

の著作権の使用の責は、使用した提案者に全て帰するものとする。 

 

１３． その他 

（１）本プロポーザル参加に要する費用は、提案者の負担とする。 

（２）委託者が配布する資料等は本プロポーザル応募に係る検討以外の目的で使用す

ることを禁止する。 

（３）本プロポーザルの参加意思表明後、本プロポーザルへの参加を辞退する場合は、

速やかに「プロポーザル参加辞退届（様式３）」を提出すること。なお、辞退した者

は、これを理由として以後の業務発注等に不利益な扱いを受けるものではない。 

（４）提出期限以降の提出書類の差し換え、訂正及び再提出は、認めないものとする。

但し、委託者が必要に応じて追加資料の提出を求める場合がある。 

（５）本プロポーザルにおいて、委託者の要求水準を満たす提案がなかった場合、候

補者の選定は行わない。また、参加者が１者の場合であっても、委託者の要求を満

たす提案であれば、その者を候補者として選定する。 

（６）契約の相手方として決定した提案書の名称、企画提案書及び審査結果について

情報公開をする。なお、所沢市情報公開条例に基づき、すべての提案者の応募書類

等の情報公開を行う場合がある。 

（７）本事業の契約が成立するまでの間において、選定された候補者が本要領に示さ

れた失格事項に該当することとなった場合は、当該候補者と契約を締結しないもの

とする。 

（８）本プロポーザルにおいて使用する言語は、「日本語（商標、固有名詞は除く）」、

通貨は「円」とする。 

（９）この要領に定めるもののほか、本件の契約の内容に関しては、日本国の関係法

令及び所沢市の規則等の定めるところによる。 

（10）環境省の補助事業に採択されなかった場合は、事業を実施しないことがある。

その場合における契約前に係る事業者側の一切の費用は事業者の負担とする。 

 

 


